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① 65歳以上の高齢者数は、2025年には3,657万人となり、2042年にはピークを迎える予測（3,878万人）。
また、75歳以上高齢者の全人口に占める割合は増加していき、2055年には、25％を超える見込み。

2012年８月 2015年 2025年 2055年

65歳以上高齢者人口（割合） 3,058万人（24.0%） 3,395万人（26.8%） 3,657万人（30.3%） 3,626万人（39.4%）

75歳以上高齢者人口（割合） 1,511万人（11.8%） 1,646万人（13.0%） 2,179万人（18.1%） 2,401万人（26.1%）

② 65歳以上高齢者のうち、「認知症高齢者の日常生活
自立度」Ⅱ以上の高齢者が増加していく。

④ 75歳以上人口は、都市部では急速に増加し、もともと高齢者人口の多い地方でも緩やかに増加する。各地域の高齢化の状況
は異なるため、各地域の特性に応じた対応が必要。
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「認知症高齢者の日常生活自立度」Ⅱ以上の高齢
者数の推計（括弧内は65歳以上人口対比）

世帯主が65歳以上の単独世帯及び夫婦のみ世帯数の推計
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埼玉県 千葉県 神奈川県 大阪府 愛知県 東京都 ～ 鹿児島県 島根県 山形県 全国

2010年
＜＞は割合

58.9万人
＜8.2%＞

56.3万人
＜9.1%＞

79.4万人
＜8.8%＞

84.3万人
＜9.5%＞

66.0万人
＜8.9%＞

123.4万人
＜9.4%＞

25.4万人
＜14.9%＞

11.9万人
＜16.6%＞

18.1万人
＜15.5％＞

1419.4万人
＜11.1%＞

2025年
＜＞は割合
（ ）は倍率

117.7万人
＜16.8％＞
（2.00倍）

108.2万人
＜18.1%＞
（1.92倍）

148.5万人
＜16.5%＞
（1.87倍）

152.8万人
＜18.2%＞
（1.81倍）

116.6万人
＜15.9%＞
（1.77倍）

197.7万人
＜15.0%＞
（1.60倍）

29.5万人
＜19.4%＞
（1.16倍）

13.7万人
＜22.1%＞
（1.15倍）

20.7万人
＜20.6%＞
（1.15倍）

2178.6万人
＜18.1%＞
（1.53倍）

（％）
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世帯主が65歳以上の夫婦のみの世帯数

世帯主が65歳以上の単独世帯数

世帯主が65歳以上の単独世帯と夫婦のみ世帯の世帯数全体に占める割合

③ 世帯主が65歳以上の単独世帯や夫婦のみの世帯が増加していく

今後の介護保険をとりまく状況
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⑤要介護率が高くなる75歳以上の人口の推移 ⑥介護保険料を負担する40歳以上人口の推移

○75歳以上人口は、介護保険創設の2000年以降、急速に
増加してきたが、2025年までの10年間も、急速に増加。

〇2030年頃から75歳以上人口は急速には伸びなくなるが、
一方、85歳以上人口はその後の10年程度は増加が続く。

○保険料負担者である40歳以上人口は、介護保険創設の
2000年以降、増加してきたが、2025年以降は減少する。

75～84歳

85歳～

40～64歳

65～74歳

75～84歳

85歳～

（資料）将来推計は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」（平成24年1月推計）出生中位（死亡中位）推計
実績は、総務省統計局「国勢調査」（国籍・年齢不詳人口を按分補正した人口）

（万人） （万人）
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○75歳以上人口は、多くの都道府県で2025 年頃までは急速に上昇するが、その後の上昇は緩やかで、
2030 年頃をピークに減少する。

※2030年、2035年、2040年でみた場合、2030年にピークを迎えるのが34道府県、2035年にピークを迎えるのが9県
※沖縄県、東京都、神奈川県、滋賀県では、2040年に向けてさらに上昇

○2015年から10年間の伸びの全国計は、1.32倍であるが、埼玉県、千葉県では、1.5倍を超える一方、
山形県、秋田県では、1.1倍を下回るなど、地域間で大きな差がある。

７５歳以上人口の将来推計（平成２７年の人口を１００としたときの指数）

国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口(平成25(2013)年3月推計)」より作成

全国

沖縄県（2040年に向けて上昇）

埼玉県（2025年の指数が

全国で最も高い）

東京都（2040年に向けて上昇）

山形県（2025年の指数が

全国で最も低い）

島根県（2030年以降の指数

が全国で最も低い）

(参考）2025年までの各地域の高齢化の状況
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２０００年度

２００１年度

２００２年度

２００３年度

２００４年度

２００５年度

２００６年度

２００７年度

２００８年度

２００９年度

２０１０年度

２０１１年度

２０１２年度

２０１３年度

２０１４年度

2,911円
（全国平均）

3,293円
（全国平均）

4,090円
（全国平均）

事業運営期間 給付（総費用額）事業計画 保険料

3.6兆円

4.6兆円

5.2兆円

○ 市町村は３年を１期（２００５年度までは５年を１期）とする介護保険事業計画を策定し、３年ごとに見直しを行う。
保険料は、３年ごとに、事業計画に定めるサービス費用見込額等に基づき、３年間を通じて財政の均衡を保つよう設定。

○ 高齢化の進展により、2025年には保険料が現在の5000円程度から8200円程度に上昇することが見込まれており、地域包括ケ
アシステムの構築を図る一方、介護保険制度の持続可能性の確保のための重点化・効率化も必要となっている。

4,160円
（全国平均）

第
三
期

第
三
期

第
二
期

第
一
期

第
四
期

第
四
期

第
五
期

第
五
期

5.7兆円
6.2兆円

6.4兆円

6.4兆円
6.7兆円

6.9兆円

7.4兆円
7.8兆円
8.2兆円

8.9兆円
9.4兆円

10.0兆円

4,972円
（全国平均）

第

一

期
第

二

期

※2011年度までは実績であり、2012～2013年は当初予算、2014年度は当初予算（案）である。
※2025年度は社会保障に係る費用の将来推計について（平成24年３月）

・
・
・

２０２５年度 21兆円程度（改革シナリオ） 8,200円
程度

介護報酬
の改定率

H15年度改定
▲2.3％

H17年度改定
▲1.9％

H18年度改定
▲0.5％

H21年度改定
＋3.0％

H24年度改定
＋1.2％

※2012年度の賃金水準に換算した値

介護給付と保険料の推移

消費税率引上げに伴う
H26年度改定 ＋0.63％

4



費用の９割分
の支払い

第１号被保険者
・65歳以上の者

第２号被保険者
・40歳から64歳までの者

保険料

原則年金からの天引き

全国プール

国民健康保険 ・
健康保険組合など

１割負担

サービス利用

加 入 者 （被保険者）

市 町 村 （保険者）

２１％ ２９％

税 金

保険料

市町村 都道府県 国
１２．５％ １２．５％（※） ２５％（※）

財政安定化基金

（平成24－26年度）

（２，９７８万人） （４，２９９万人）

個別市町村

居住費・食費

要介護認定

請求

※施設等給付の場合は、

国２０％、都道府県１７．５％

５０％

５０％

人口比に基づき設定

（注）第１号被保険者の数は、「平成２３年度介護保険事業状況報告年報」によるものであり、平成２３年度末現在の数である。
第２号被保険者の数は、社会保険診療報酬支払基金が介護給付費納付金額を確定するための医療保険者からの報告によるものであり、

平成２３年度内の月平均値である。

介護保険制度の仕組み

サービス事業者
○在宅サービス
・訪問介護
・通所介護 等

○地域密着型サービス
・定期巡回・随時対応型訪問

介護看護
・認知症対応型共同生活介護 等

○施設サービス
・老人福祉施設
・老人保健施設 等
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いつまでも元気に暮らすために･･･

生活支援・介護予防

住まい

地域包括ケアシステムの姿

※ 地域包括ケアシステムは、おおむね３０
分以内に必要なサービスが提供される日
常生活圏域（具体的には中学校区）を単
位として想定

■在宅系サービス：
・訪問介護 ・訪問看護 ・通所介護
・小規模多機能型居宅介護
・短期入所生活介護
・24時間対応の訪問サービス
・複合型サービス

（小規模多機能型居宅介護＋訪問看護）等

・自宅
・サービス付き高齢者向け住宅等

相談業務やサービスの
コーディネートを行います。

■施設・居住系サービス
・介護老人福祉施設
・介護老人保健施設
・認知症共同生活介護
・特定施設入所者生活介護

等

日常の医療：
・かかりつけ医
・地域の連携病院

老人クラブ・自治会・ボランティア・NPO 等

・地域包括支援センター
・ケアマネジャー

通院・入院 通所・入所
・急性期病院
・亜急性期・回復期
リハビリ病院

病気になったら･･･

医 療
介護が必要になったら･･･

介 護

■介護予防サービス

地域包括ケアシステム

認知症の人

○ 団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年を目途に、重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らし
い暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、住まい・医療・介護・予防・生活支援が一体的に提供される
地域包括ケアシステムの構築を実現していきます。

○ 今後、認知症高齢者の増加が見込まれることから、認知症高齢者の地域での生活を支えるためにも、地域
包括ケアシステムの構築が重要です。

○ 人口が横ばいで７５歳以上人口が急増する大都市部、７５歳以上人口の増加は緩やかだが人口は減少する
町村部等、高齢化の進展状況には大きな地域差が生じています。

地域包括ケアシステムは、保険者である市町村や都道府県が、地域の自主性や主体性に基づき、地域の特
性に応じて作り上げていくことが必要です。
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総合相談支援業務

主任ケア
マネジャー等

介護予防
ケアマネジメント業務

保健師等

社会福祉士等

行政機関、保健所、医療

機関、児童相談所など

必要なサービスにつなぐ

多面的（制度横断的）支援
の展開

介護サービス

成年後見制度

地域権利擁護

医療サービス

ヘルスサービス

虐待防止

ボランティア

民生委員

介護相談員

チームアプローチ

権利擁護業務

包括的・継続的ケアマ
ネジメント支援業務

・「地域ケア会議」等を通じた自
立支援型ケアマネジメントの支
援

・ケアマネジャーへの日常的個別
指導・相談

・支援困難事例等への指導・助言

住民の各種相談を幅広く受け付け
て、制度横断的な支援を実施

：包括的支援事業（地域支援事業の一部）

：介護予防支援（保険給付の対象）

介護予防支援

要支援者に対するケアプラン作成

※ケアマネ事業所への委託が可能

二次予防事業対象者（旧特定高齢
者）に対する介護予防ケアプラン
の作成など

・成年後見制度の活用促進、
高齢者虐待への対応など

地域包括支援センターの業務
地域包括支援センターは、市町村が設置主体となり、保健師・社会福祉士・主任介護支援専門員等を配置して、３職種のチームアプロー
チにより、住民の健康の保持及び生活の安定のために必要な援助を行うことにより、その保健医療の向上及び福祉の増進を包括的に支援
することを目的とする施設である。（介護保険法第115条の46第１項）
主な業務は、介護予防支援及び包括的支援事業（①介護予防ケアマネジメント業務、②総合相談支援業務、③権利擁護業務、④包括的・
継続的ケアマネジメント支援業務）で、制度横断的な連携ネットワークを構築して実施する。
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地域包括支援センターの設置状況

○ 地域包括支援センターはすべての保険者に設置されており、全国に4,328カ所
○ ブランチ・サブセンターを合わせると設置数は7,072カ所となる。
○ 地域包括支援センターの設置主体は、直営が約3割、委託が約7割で、委託が増加している。

地域包括センター設置数 ４,３２８か所

ブランチ設置数 ２,３９１か所

サブセンター設置数 ３５３か所

センター・ブランチ・サブセンター
合計

７,０７２か所

◎地域包括支援センターの設置数

平成２４年度老健事業「地域包括支援センターにおける業務実態に関する調査研究事業報告書」（平成2４年４月現在）

直営
29.9

委託
70.3

◎委託割合（％）

社会福祉

法人
53.3
%

社会福祉

協議会
19%

医療法人
16%

社団法人
3%

財団法人
2%

株式会社
2%

ＮＰＯ法

人
1%

その他
2%

無回答
1%

◎委託法人の構成割合

63.2 63.7 64.6
67.3 69.1 69.1 70.3
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地域包括支援センター職員の状況
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H２１年度 Ｈ２２年度 Ｈ２３年度

保健師

社会福祉士

主任介護支援専門員

○ 主任介護支援専門員数は増加しているが、保健師、社会福祉士は微増にとどまっている。
○ １センター当たりの職員数は、常勤換算で平均５人程度
○ 指定介護予防支援業務に従事する職員は、包括的支援業務に従事する職員より非常勤の割合が高い。
○ 男女比は女性が８１％、年齢は「40～49歳（32.4%）」が最も多く、次いで「30～39歳（31.6%)」

◎センター従事者数 ◎1センター当たりの平均職員数
（Ｈ２３年度 常勤換算）

職 種 平均人数

保健師※ 1.6人

社会福祉士※ 1.6人

主任介護支援専門員 2.2人

計 5.4人

※は準ずる者を含む

9



地域包括支援センターにおける総合相談件数

0

5,000,000

10,000,000

Ｈ２１調査 Ｈ２２調査 Ｈ２３調査 Ｈ２４調査

7,079,520  8,063,638 
9,495,500  9,797,655 

総合相談件数

0

200,000

400,000

Ｈ２１調査 Ｈ２２調査 Ｈ２３調査 Ｈ２４調査

225,617  272,875 
352,209  365,481 

うち、権利擁護に関する相談件数（成年後見制度、高齢者虐待等）

○地域包括支援センターにおける総合相談件数は年々増加しており、年間約９８０万件にのぼる。
○そのうち権利擁護に関する相談件数は年間３６万件となっている。
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高齢者の消費者被害 【70歳以上の相談件数】

高齢者の消費者被害に関する相談件数

出典：独立行政法人国民生活センターホームページ公表数値

○国民生活センターへの消費者被害に関する相談件数は、地域包括支援センター創設
時にいったん減少したが、その徐々に増加している。

○地域包括支援センターへの相談件数も伸びていることから、国民の関心やニーズの
高まりを表していると考えられる。

地域包括支援センター創設
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高齢者の消費者被害に関する相談件数の内訳（2012年度）
販売方法・手口別件数（上位10位）

1 電話勧誘販売 31,974件 （19.9％）

2 家庭訪販 23,730件 （14.7％）

3 利殖商法 12,072件 （7.5％）

4 被害にあった人を勧誘（二次被害） 7,436件 （4.6％）

5 代引配達 5,860件 （3.6％）

6 インターネット通販 4,987件 （3.1％）

7 次々販売 4,945件 （3.1％）

8 当選商法 4,020件 （2.5％）

9 無料商法 3,598件 （2.2％）

10 販売目的隠匿 3,188件 （2.0％）

（注1）1件の相談に複数の販売方法・手口が含まれる場合は、各々に対し1件ずつカウントしている。
（注2）「電話勧誘販売」「家庭訪販」「代引配達」「インターネット通販」は販売方法に問題があるとカウントされたもののみを対象に集計した。
（注3）「販売目的隠匿」には「アポイントメントセールス」は含まれていない。
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成年後見・虐待に関する相談

認知症に関する相談

消費者被害・経済的問題に関する相談

精神障害やアルコール依存に関する相談

医療・介護全般に関する相談

その他

無回答

１位

２位

３位

平成21年度老健事業「地域包括支援センターにおける業務実態に関する調査研究事業」（三菱総研）

1ヶ月当たりの相談件数の多い項目

地域包括支援センターが抱える課題と負担感

3.0%

15.2%

13.9%

25.1%

6.0%

21.3%

15.5%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0%

その他

専門職の確保

関係機関との連携が十分でない

業務量が過大

職員の入れ替わりの早さ

業務量に対する職員数の不足

職員の力量不足

センターが抱える課題（複数回答）

平成2４年度老健事業「地域包括支援センターにおける
業務実態に関する調査研究事業」（三菱総研）

○ 業務量の過大と職員不足が課題と認識するセンターが２割以上
○ 専門職の確保、力量不足を認識しているセンターが１割以上
○ 業務量過大の理由は、要支援者と二次予防事業対象者のケアマネジメント業務を合わせて約４割
○ 相談内容は、医療・介護全般に関する相談と認知症に関する相談が圧倒的に多い

4.2%

13.1%

20.7%

17.7%

12.1%

10.9%

21.2%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0%

その他

地域におけるネットワーク構築

指定介護予防支援業務

介護予防ケアマネジメント業務

包括的・継続的ケアマネジメント業務

権利擁護業務

総合相談支援業務

「業務量が過大」の内訳
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○地域包括支援センターが開催
○個別ケース（困難事例等）の支援内容を通じた
①地域支援ネットワークの構築
②高齢者の自立支援に資するケアマネジメント支援
③地域課題の把握
などを行う。

地域づくり・資源開発

政策形成
介護保険事業計画等への位置づけなど

地域課題の把握

個別の
ケアマネジメント

≪主な構成員≫
自治体職員、包括職員、ケアマネ
ジャー、介護事業者、民生委員、OT、
PT、ST、医師、歯科医師、薬剤師、
看護師、管理栄養士、歯科衛生士その
他必要に応じて参加

※直接サービス提供に当たらない専門
職種も参加

地域包括支援センター（※）レベルでの会議
（地域ケア個別会議）

市町村レベルの会議（地域ケア推進会議）

事例提供

支 援

サービス
担当者会議
（全てのケー
スについて、
多職種協働に
より適切なケ
アプランを検
討）

・地域包括支援センターの箇所数：4,328ヶ所（センター・ブランチ・サブセンター合計7,072ヶ所）（平成24年4月末現在）
・地域ケア会議は全国の保険者で約8割（1,202保険者）で実施（平成24年６月に調査実施）

在宅医療
連携拠点

医師会等関
係団体

医療関係専
門職等

○ 「地域ケア会議」（地域包括支援センター及び市町村レベルの会議）については、地域包括ケアシステムの実現の
ための有効なツールであり、更に取組を進めることが必要。

○ 具体的には、個別事例の検討を通じて、多職種協働によるケアマネジメント支援を行うとともに、地域のネット
ワーク構築につなげるなど、実効性あるものとして定着・普及させる。

○ このため、これまで通知に位置づけられていた地域ケア会議について、介護保険法で制度的に位置づける。

地域ケア会議の推進

保健・医療・介護以外の職種とし
て、弁護士等の法律関係者や後
見人が参加する例もある
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認知症施策推進５か年計画で

対応

・早期診断・早期対応

・認知症の普及・啓発

・見守りなどの生活支援の

充実など
→地域での生活継続を可

能にする。

認知症高齢者の現状（平成２２年）

○全国の65歳以上の高齢者について、認知症有病率推定値15％、認知症有病者数約439万人と推
計 （平成22 年）。 また、全国のMCI（正常でもない、認知症でもない（正常と認知症の中間）状態の
者）の有病率推定値13％、MCI有病者数約380万人と推計（平成22年）。

○介護保険制度を利用している認知症高齢者は約280万人（平成22年）。

健常者

約３８０万人（注）

約１６０万人

約２８０万人

介護保険制度を利用している認知症
高齢者（日常生活自立度Ⅱ以上）

日常生活自立度Ⅰ又は要介護
認定を受けていない人

ＭＣＩの人（正常と
認知症の中間の
人）

（注）MCIの全ての者が認知症になるわけではないことに留意

出典：「都市部における認知症有病率と認知症の生活機能障害への対応」（H25.5報告）及び『「認
知症高齢者の日常生活自立度」Ⅱ以上の高齢者数について』（H24.8公表）を引用

65歳以上高齢者人口2,874万人

持続可能な介護保険制度を確立し、安心して生活できる地域づくり。

一部の人
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○社会全体で認知症の人びとを支えるため、介護サービスだけでなく、地域の自助・互
助を最大限活用することが必要。

関係団体や民間企業などの協力も得て、社会全体で認知症の人びとを支える取組を展開

地域包括
支援センター

認知症疾患医療ｾﾝﾀｰ

役所

見守り

認知症になっても
安心して暮らせる地域

認知症ｻﾎﾟｰﾄ医
かかりつけ医

交番

見守り・配食

地域では多様な主体、機関が連携して認知症の人びとを含めた高齢者を支えていくことが必要。

関係府省と連携し、地域の取組を最大限支援

交通手段の確保

交通機関

（小・中・高・大）

生涯学習

見守り、買い物支援

ICTを活用した見守り

（イメージ）

成年後見

金融機関

市町村が中心となって日常生活圏域等で認知症の人びとの
見守り等を含めた自助・互助のネットワークを作る

介護サービス事業者
（デイサービス、
グループホーム等）

宅配、新聞配達スーパー、コンビニ、商店

見守り
認知症サポーター、民生委

員、ボランティアなど

認知症教育

薬局

社会全体で認知症の人びとを支える
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取組 取組の名称 時期 取組の内容

法 改 正

改正老人福祉法
（民法の一部を改正する法律
の施行に伴う関係法律の整備

等に関する法律）

12年4月
施行

禁治産者・準禁治産者制度を見直し、成年後見制度を創設することに伴い、市町村長に
審判の請求権を付与

改正介護保険法
18年4月

施行

・地域支援事業の創設に伴い、高齢者に対する虐待防止等の「権利擁護事業(※)」

を必須事業化
※ 成年後見制度に関する情報提供や申立てに当たっての関係機関の紹介など

・「成年後見制度利用支援事業(※)」は地域支援事業の任意事業として実施
※ 低所得の高齢者に係る成年後見制度の申立てに要する経費や成年後見人等の

報酬を助成

改正老人福祉法
（介護サービス基盤強化のた

めの介護保険法等の
一部を改正する法律）

24年4月
施行

市町村が、後見等の業務を適正に行うことができる人材の育成や活用を図るための体制
整備を図るよう、努力義務規定を新設

→ 行政の役割について、法的に位置づけ

予算措置 市民後見推進事業

23年度
24年度
25年度
26年度

市町村が実施する以下の事業に対する補助により取組推進
①市民後見人の養成のための研修
②市民後見人の活動を安定的に実施するための組織体制の構築
③市民後見人の適切な活動のための支援

計画策定
認知症施策推進５か年
計画（オレンジプラン）

25年度
～29年度

すべての市町村（約1,700）で市民後見人の育成・支援組織の体制整備を図ることについ
て、将来的な目標として位置づけ

○ 今後、認知症高齢者や親族等による成年後見の困難な者が増加すると見込まれることから、
・ 成年後見制度の利用促進を図るとともに、
・ 介護サービス利用契約の支援などを中心に、成年後見の担い手として市民の役割が強まると考えられることから、

市民後見人の育成と活動支援を推進するため、以下の取組を実施
【参考データ】 ・認知症高齢者の増大 ・・・ ２８０万人（２０１０年） ⇒ ４７０万人（２０２５年）

・６５歳以上単独高齢者世帯の増大 ・・・ ４９８万世帯（２０１０年） ⇒ ７０１万世帯（２０２５年）

成年後見制度に係る厚生労働省の取組（高齢者関係）
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老人福祉法（抜粋） ※成年後見（市民後見）関係の条文

（後見等に係る体制の整備等）

第32条の2 市町村は、前条の規定による審判の請求の円滑な実施に資するよう、民法に規定する後

見、保佐及び補助（以下「後見等」という。）の業務を適正に行うことができる人材の育成及び活

用を図るため、研修の実施、後見等の業務を適正に行うことができる者の家庭裁判所への推薦その

他の必要な措置を講ずるよう努めなければならない。

２ 都道府県は、市町村と協力して後見等の業務を適正に行うことができる人材の育成及び活用を図る

ため、前項に規定する措置の実施に関し助言その他の援助を行うように努めなければならない。

※平成２４年４月１日施行
（介護サービスの基盤強化のための介護保険法等の一部を改正する法律）

（審判の請求）

第32条 市町村長は、65歳以上の者につき、その福祉を図るため特に必要があると認めるときは、

民法第7条、第11条、第13条第2項、第15条第1項、第17条第1項、第876条の4第1項又は第876条

の9第1項に規定する審判の請求をすることができる。

※平成１２年４月１日施行
（民法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律）
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成 年 後 見 制 度 利 用 支 援 事 業

１．事業内容

○市町村が次のような取り組みを行う場合に、国として交付金を交付する。

（１）成年後見制度利用促進のための広報・普及活動の実施

① 地域包括支援センター、居宅介護支援事業者等を通じた、成年後見制度のわかりやすい

パンフレットの作成・配布

② 高齢者やその家族に対する説明会・相談会の開催

③ 後見事務等を廉価で実施する団体等の紹介等

（２）成年後見制度の利用に係る経費に対する助成

① 対象者：成年後見制度の利用が必要な低所得の高齢者

（例）介護保険サービスを利用しようとする身寄りのない重度の認知症高齢者

② 助成対象経費

・ 成年後見制度の申立てに要する経費（申立手数料、登記手数料、鑑定費用など）

・ 後見人の報酬の一部等

２．予算額： 地域支援事業交付金６４２億円の内数（平成２６年度予算）

３．事業実施状況： １，２７０市町村（全市町村の７２．９％）（平成２５年４月１日現在）

（ 高 齢 者 関 係 ）
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市 民 後 見 推 進 事 業

１．目的

認知症高齢者や一人暮らし高齢者の増加に伴う成年後見制度の需要の増大に対応するため、弁護士などの専門職のみでなく、
市民を含めた後見人（以下「市民後見人」という。）も後見等の業務を担えるよう、市町村(特別区含む）で市民後見人を確保できる
体制を整備・強化し、地域での市民後見人の活動を推進する取組を支援するもの。

２．事業内容

（１）市民後見人養成のための研修の実施

ア 研修対象者
市民後見人として活動することを希望する地域住民

イ 研修内容等
市町村は、それぞれの地域の実情に応じて、市民後見人の業務を適正に行うために必要な知識・技能・倫理が修得できる
内容である研修カリキュラムを作成するものとする。

（２）市民後見人の活動を安定的に実施するための組織体制の構築

ア 市民後見人の活用等のための地域の実態把握
イ 市民後見推進のための検討会等の実施

（３）市民後見人の適正な活動のための支援

ア 弁護士、司法書士、社会福祉士等の専門職により、市民後見人が困難事例等に円滑に対応できるための支援体制の構築
イ 市民後見人養成研修修了者等の後見人候補者名簿への登録から、家庭裁判所への後見候補者の推薦のための枠組の構築

（４）その他、市民後見人の活動の推進に関する事業

３．実施状況
平成２３年度 ３７市区町 （２６都道府県）

平成２４年度 ８７市区町 （３３都道府県）

平成２５年度 １２８市区町村（３４都道府県）

（平成２３年度から実施）
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申立人と本人との関係別件数（平成24年）
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総数 ３２，２６３件 （親族：１５，６６１人（48.5％）、第三者：16,602人（51.5％））

出典：成年後見関係事件の概況（最高裁判所
事務総局家庭局）

成年後見人等と本人の関係別件数（平成2４年）

親族
48.5％

第三者
５１．５％
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高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律の概要
（平成17年11月9日法律第124号）

高齢者虐待が深刻な状況にあり、高齢者の尊厳保持のため虐待防止を図ることが重要であることから、虐待防止等に関する国等の責務、虐待を受

けた高齢者の保護及び養護者に対する支援の措置等を定めることにより、高齢者虐待の防止に係る施策を促進し、もって高齢者の権利利益の擁護に

資することを目的とする。

目 的

１．「高齢者」とは、６５歳以上の者をいう。（Ｈ２４．１０～ ６５歳未満の養介護施設入所等障害者を含む。）

２．「高齢者虐待」とは、①養護者による高齢者虐待、②養介護施設従事者等による高齢者虐待をいう。

３．高齢者虐待の類型は、①身体的虐待、②養護を著しく怠る（ネグレクト）、③心理的虐待、④性的虐待、⑤経済的虐待の５つ。

定 義

［市町村の責務］相談等、居室確保、養護者の支援
［都道府県の責務］市町村の施策への援助等

虐待防止施策

養護者による高齢者虐待

［スキーム］

虐
待
発
見

通報
①事実確認（立入調査等）
②措置（一時保護、面会制限）

市町村

１．成年後見制度の利用促進を規定

２．平成１８年４月１日から施行

その他

［設置者等の責務］当該施設等における高齢者に対する虐待防止等のた
めの措置を実施

養介護施設従事者等による高齢者虐待

［スキーム］

虐
待
発
見

通報 ①事実確認
②老人福祉法、介護保険法の
規定による権限の適切な行使

市町村

①監督権限の適切な行使
②措置等の公表

都道府県
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高齢者虐待の年度別相談・通報件数及び虐待判断件数

273

379
451

408

506

687
736

54 62 70 76 96
151 155

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

養介護施設従事者等

相談・通報件数 虐待判断件数

18,390 
19,971 

21,692 
23,404 

25,315  25,636 
23,843 

12,569  13,273 
14,889  15,615 

16,668  16,599 
15,202 

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

養 護 者

相談・通報件数 虐待判断件数

※平成22年度は、東日本大震災の影響により調査の実施が困難であった５市町を除く。
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